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平成18年度 事業報告

はじめに

平成１８年度は、エムサイト（ＨＤメディアラボ東田／メディア道場／メディアインキ

ュベート）の運営を通して、マルチメディア産業の育成に取り組むとともに、北九州ｅ-Ｐ

ＯＲＴ事業について、ＩＴサービスの一層の集積を目指したＩＴサービス事業化促進プロ

ジェクトを推進した。

また、北九州ＩＴオープンラボを開設し、小倉北区のＡＩＭビルに集積するＩＣＴ研究

開発機関との連携の下、先端的なＩＣＴ研究開発の推進に取り組んだ。

このほか、人材育成事業として、北九州地域の高度ＩＴ人材の養成を目的としたＩＴ大

学校やメディアコンテンツ人材育成のための講座などを実施した。

さらに、財団設立１０周年を記念して、心とからだのヒューマンメディアシンポジウム

など多彩な記念イベントを開催し、「人＋ＩＴ＝いい感じの社会。」の実現に向けた財団の

取り組みを広く紹介した。

主要事業の概要

１ マルチメディア産業の育成

(1) エムサイトの運営

コンテンツ産業の育成を目的に設置した「エムサイト」については、ＨＤメディア

ラボ東田（北九州市八幡東区財団ビル１階）では、ハイビジョン制作機器の利用ニー

ズの高い福岡市域及び東京の放送局・プロダクションに対し、積極的な営業活動を行

った。その結果、日本の食文化を紹介するテーマパーク「ごはんミュージアム」（東

京国際フォーラム１階）で上映される田園風景のハイビジョン映像の撮影やＮＨＫス

ペシャル「炭鉱（やま）の街に第九が響く」（ＮＨＫ北九州放送局制作）の編集など

の使用実績を上げることができた。今後は、北九州市域での利用を促進することが課

題となっており、地元で制作される映像コンテンツのハイビジョン化の動向などを見

ながら、ニーズの掘り起こしを行う。
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また、メディア道場（北九州市小倉北区ＡＩＭビル７階）では、メディア関連企業

や市民向けにコンテンツ制作のための施設・機材の貸出を行い、地元企業や市民の映

像・音響制作活動を支援した。

さらに、メディアインキュベート（北九州市小倉北区ＡＩＭビル７階）については、

入居企業が地元テレビ局やケーブルテレビ向け番組制作を受注したほか、到津の森公

園（北九州市）にて、旭山動物園（北海道旭川市）の高画質ライブ映像をインターネ

ット回線を使い大型モニターで放映するシステム設計の受注に成功するなど、これま

での取り組みの成果が現れた。

西日本工業大学（デザイン学部：小倉北区室町に新設）とは、提携合意書を交わし、

専任主幹研究員が３Ｄ・ＣＧ制作などの分野で学生の指導を行うなど、地域のコンテ

ンツ制作機能の強化に向けた交流を図った。

(2) コンテンツビジネスモデルの検討

保健・医療・福祉分野における地上デジタル放送の具体的な活用方法を検討する｢地

上デジタル放送北九州地域活用検討会｣（北九州市・日本ＩＢＭ等主催）に参加し、

総務省の「サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用方策に関する調査

研究事業」での実証実験を行った。具体的には、小児医療相談、心肺蘇生法、介護予

防に関する映像コンテンツ制作及び一般市民や北九州市医師会等専門家によるアン

ケート調査を行い、地域住民が気軽に保健・医療・福祉分野のサービスを受けること

ができるサービスモデル及びビジネスモデルの効果・課題を検証した。

また、北九州ｅ-ＰＯＲＴセンターの動画配信サーバーを活用したインターネット

放送を行い、地元の風景や地域で活躍する人々を紹介する映像や北九州市からＪリー

グを目指す市民サッカーチーム「ニューウェーブ北九州」の選手やゴールシーンを紹

介する映像を配信し、インターネット放送の画質やコンテンツ制作プロセスの検証を

行った。

(3) ｅラーニングコンテンツの開発・検証

平成１７年度に実施したｅラーニング事業「医療情報研修コース」について、学習

効率とコンテンツ制作・管理の向上を図るため、その基盤となる学習管理システム（Ｌ

ＭＳ）の比較検証を行った。その結果、ｅラーニング事業で使用した商用の学習管理

システム｢ＷｅｂＣＴ｣と比較して、オープンソースである「Ｍｏｏｄｌｅ」の操作性、

動作速度、性能は遜色ないことが改めて確認され、学習管理システム（ＬＭＳ）にＭ

ｏｏｄｌｅを使うことにより、ｅラーニングシステムを低コストで実用化することが

可能であることが実証された。
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２ 北九州ｅ-ＰＯＲＴ事業の推進

(1) ｅ-ＰＯＲＴ発ＩＴサービス事業化促進プロジェクトの実施

北九州ｅ-ＰＯＲＴ事業について、これまでの成果をさらに発展させるため、ｅ-Ｐ

ＯＲＴ発ＩＴサービスの事業化を促進するプロジェクトに取り組んだ。

まず、「ディザスター・リカバリー（ＤＲ）拠点化プロジェクト」として、地震災

害等が少なく交通アクセスの利便性が高いなどの北九州市の優位性に着目し、災害発

生時における企業のＩＴシステムの災害復旧対策の拠点化を目指す取り組みを推進

した。具体的には、北九州市やＤＲ関係企業、ヒューマンメディア財団などで構成す

る推進組織「北九州ＤＲフォーラム」を立ち上げ、北九州市の優位性や企業進出事例

などを紹介するセミナーを首都圏の企業を対象に東京で２回開催し、参加企業からも

高い関心が寄せられた。

ＤＲ事例としては、ソフトバンクＢＢ㈱が６月にＹａｈｏｏ！ＢＢのネットワー

ク・オペレーションセンターを、また、１１月にカスタマー・オペレーションセンタ

ーをそれぞれ八幡東区東田地区に開設した。今後もプロモーション活動を強化しなが

ら、ディザスター・リカバリー拠点都市としての評価の確立とサービス集積を目指す

こととした。

次に、ひとつのポータルサイトで複数の官民サービスをワンストップ・ノンストッ

プで提供する「地域ポータル関連サービスプロジェクト」について、北九州市やＩＴ

関係企業、ヒューマンメディア財団などで構成する「北九州地域ポータル検討会」に

おいて検討を行った。

検討会では、妊娠・出産から小学校卒業までの子育てステージをテーマに、連動す

る官民サービス・手続の洗い出しやニーズ調査を行うとともに、地域情報プラットフ

ォームや Web サービス技術を効果的に活用するモデルについて議論し、今後、これ

らの取り組みを踏まえながら、実証実験の実施を目指して、関係者でさらに検討を進

めていくこととした。

ｅ-ＰＯＲＴ事業は、平成１４年の構想策定からの約５年間で核となる北九州ｅ-Ｐ

ＯＲＴセンター（ｉＤＣ）がほぼ満床となったほか、ユーザー数も５９０団体となり、

平成１９年６月には、「北九州ｅ-ＰＯＲＴ第２センター」が八幡東区東田地区に開設

されることとなった。また、アナログ情報を保管する「情報倉庫」も１号館に続き２

号館が開設されるなど、着実な成果を上げてきており、今後も次のステップに向けて、

ＩＴサービスの事業化やＩＴ企業の集積を目指して取り組むこととした。
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(2) ＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ事業の推進

ＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ事業については、２年間の実証実験を経て、４月から本実施へ

と移行した。

特に、電子自治体の実現に欠くことのできない電子申請ＡＳＰサービスについては、

北九州市に続き、１０月から久留米市が運用を開始、平成１９年４月からは福岡市で

も運用が開始されることとなった。このように福岡県の３大都市でｅ-ＰＯＲＴを活

用した電子申請ＡＳＰサービスの導入が進んでおり、今後も、他市町村での利用促進

に取り組んでいくこととした。

【総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）】

Local Government Wide Area Network。全国すべての自治体を相互に接続

している行政専用のネットワークのことで、総務省の外郭団体である財団法人地

方自治情報センターが運営

３ 北九州ＩＴオープンラボの整備

(1) 北九州ＩＴオープンラボの整備・運営

小倉北区ＡＩＭビルに集積するＩＣＴ研究開発機関を活かし、研究開発の推進や産

学官・地域の連携、人材育成等のＩＣＴ施策を総合的に展開するため、「北九州ＩＴ

オープンラボ」（小倉北区ＡＩＭビル７階及び学術研究都市学術情報センター３階）

を６月に開設した。

ラボでは、高度な設備や機材を活用し、筆跡や音声などのバイオメトリック（生体

情報）を活用したネットワーク上での個人認証局に関する研究開発など、５つのテー

マでＩＣＴ分野における先端的な研究開発を推進した。

また、産学官・地域の連携の下に、市内初の試みとして、電子タグを活用して市内

中心部の人の流れを計測する人流計測の実証実験を行った。技術的検証のみならず、

街の活性化にも資する取り組みは、回遊性向上や空洞化などの課題を抱える地元商業

者からも高く評価された。実施にあたっては、九州工業大学大学院のＰＢＬ（学生自

らがプロジェクト志向で研究課題を設定し実証していく問題解決型のプログラム）と

連携し、即戦力となる人材の育成を図った。

さらに、独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）九州リサーチセンターとの連

携事業として、九州地域における広域連携を目指す「九州広域接続プロジェクト」（高
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速大容量の研究開発テストベッドＪＧＮⅡと九州各県の地域情報ハイウェーを相互

接続し、九州全域をカバーする高速ネットワークを構築するプロジェクト）等を展開

した。その結果、九州における産学官・地域の連携機運が高まり、新たな連携組織立

ち上げに向けた検討も進んできた。

こうした総合的な取り組みはＩＣＴ関係者の注目を集め、また、先端的ＩＣＴ研究

環境が整ってきたことにもより、１２月には、九州電力が「先端通信技術実験室」を

ＡＩＭビルに開設するなど、ＩＣＴ関係者の集積に向けた具体的な成果も現れてきた。

(2) 北九州情報通信革新技術推進会議（ＫＴＩＣ）の運営

北九州市の情報関連産業振興施策を総合的に検討するため、宮原秀夫大阪大学総長

を委員長に、産学官からなる「北九州情報通信革新技術推進会議」（ＫＴＩＣ）を開

催、運営した。産業の活性化、研究機関の集積に向けて、北九州ｅ-ＰＯＲＴ事業で

は「ディザスター・リカバリー拠点化推進事業」の展開について、ＩＴオープンラボ

事業では、電子タグを活用して人流計測の実証実験を行う「北九州ＩＣＴフィールド

実験」等について検討した。

また、ＩＣＴ分野の新たなサービスやプロジェクトを生み出すため、北九州市内を

拠点に第一線で活動する産学官の関係者が地域のＩＣＴ化について自由にかつフラ

ンクに議論する場として、平成１９年２月に「ＫＩＳＡ」（Kitakyushu ICT Salon）

をスタートさせた。このサロンには、九州工業大学や早稲田大学などの若手研究者に

加えて、ＩＣＴ関連企業やベンチャー企業の経営者等１２名が参加し、地域のＩＣＴ

化に向けて活発に議論した。

さらに、ＮＩＣＴ等と連携して、研究者を対象に最新のＩＣＴ研究開発の動向を紹

介するワークショップや、広く市民を対象とした啓発イベント「北九州情報通信セミ

ナー」等を開催した。

４ 財団設立１０周年記念イベントの開催

平成８年４月の財団設立から１０周年を迎えたことを記念し、「ＩＴ」と「ヒューマ

ン（人間）」との調和という視点から、北九州市とゆかりの深い宮本武蔵の『五輪書』

を題材に、心とからだのあり方について考えるシンポジウム「心とからだのヒューマ

ンメディア～武蔵『五輪書』の哲学と精神～」を１０月に開催した。

財団の賛助会員や企業経営者等約１００名が参加して行われたシンポジウムでは、

当財団理事長をコーディネーターに、パネリストとして、北九州市在住の宮本武蔵「兵
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法二天一流」第十一代宗家の岩見利男氏、芦屋大学学長の倉光弘己氏、立教大学現代

心理学部長で自ら新陰流武術探求会を主宰する前田英樹氏といった多彩なゲストを招

き、武蔵が明らかにした心とからだの関係、人と道具との関係の考察を通じて、現代

社会において真に豊かなＩＴ社会の実現を目指す「ヒューマンメディア」の意義を強

くアピールした。

また、当日は、会場となった財団ビルマルチメディアホールの映像・音響設備を縦

横に駆使した当財団ならではの魅力的な演出を行い、優れた映像制作技術と環境を併

せてＰＲした。

このほかにも、９月から１０月にかけ、マルチメディアホールを会場として、ＮＨ

Ｋ北九州放送局の協力のもと地上デジタル放送を体験する「地デジ迫力体験館」や当

財団がこれまで取り組んできた北九州医療ＩＴ研究会の講演会「医療と健康を考えよ

う」などを開催し、「人＋ＩＴ＝いい感じの社会。」の実現に向けた財団の取り組みを

幅広く情報発信した。

５ 人材育成

(1) ＩＴ人材の育成

地域の情報サービス産業の競争力を高めるため、高度ＩＴ人材の養成を目的とした

専門研修「ＩＴ大学校」を実施した。テーマの選定は、ＫＩＰ（北九州情報サービス

産業振興協会）の会員企業を対象にニーズ調査を行い、プロジェクトマネージャー養

成研修とＩＴコンサルタント養成研修を開催した。東京から招聘した経験豊富な講師

による演習中心の実践的な研修は、受講生からもプロジェクト管理の理解を深めるこ

とができ、業務の中で活かしているとの声が寄せられるなど、北九州地域の高度ＩＴ

人材の育成に寄与している。

また、北部九州自動車１５０万台生産拠点構想などを背景に、これらの産業を担う

専門的なスキルを有した人材の養成が求められており、これらの人材育成と若年求職

者の就職活動の支援を目的として「自動車等３Ｄ-ＣＡＤ講座」を前年度に引き続き

開催した。北九州市の人づくり・未来づくりプロジェクトの一つとして実施したこの

講座では、単に３Ｄ-ＣＡＤのソフトウェアの操作だけでなく、実務を行っていくう

えで必要な三次元の基礎知識の習得を目指すなど、オペレーター以上のスキルを有す

る人材の育成を行った。
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(2) メディアコンテンツ人材の育成

メディア道場においては、地域の情報を取り上げた番組の制作を通じて、市民自ら

の手で作り、発信できる人材の育成を目的とした「市民テレビ記者養成講座」を実施

し、受講生が制作した映像は、地元ケーブルテレビ局で放映するとともに、平成１９

年３月には、インターネットで配信する仕組みを作るなど、幅広く地域情報の発信を

行った。

また、将来のクリエーターの発掘と育成を目的に、北九州市をはじめ、地域の産学

官が主催する｢第１回北九州デジタル・クリエーター・コンテスト｣を開催した。審査

員長には、雑誌「暮らしの手帖」のイラストなどを手がけている地元出身の画家牧野

伊三夫氏の協力を得て、市民サッカーチーム「ニューウェーブ北九州」の応援をテー

マにＩＴ（パソコン・デジタルカメラ・デジタルビデオカメラ）を活用した作品を募

集した。その結果、市内外から３７７点の応募があり、来場者も参加する公開審査会

を行い、大賞をはじめ、各賞を決定した。大賞受賞作品は、今季のニューウェーブ北

九州公式ポスターとして、試合会場等に掲出するとともに、映像作品は、小倉駅前大

型ビジョンで放映するＣＭとして活用した。

このほか、前年度に引き続き、若く新しい才能の発掘・育成を目的とし、新人監督

の登竜門として有名な映画祭｢ぴあフィルムフェスティバル in 北九州｣を財団ビルマ

ルチメディアホールにおいて開催し、全国の応募作品の中から選び抜かれたアワード

作品や招待作品など２２作品を上映した。また、２００６年グランプリ受賞作品の監

督などをゲストとして招き、映画制作者とクリエーターを目指す観客との交流の場を

通じて創作意欲の向上を図った。
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《一般会計》

１ メディアコンテンツ産業振興事業

(1) エムサイト運営事業

ア ＨＤメディアラボ東田の運営

高精細、高音質のコンテンツ制作環境を活かして、コンテンツ制作に取り組む

企業などに対して、高度な映像・音響機器の貸出を行った。

【主な施設・機材利用実績】

① ごはんミュージアム（東京都千代田区東京国際フォーラム内）館内放映ハ

イビジョン映像撮影機材貸出

・制作 ㈱ＮＨＫエンタープライズ

・日本各地の田園風景を紹介する映像を制作

② サーバー型放送実証実験コンテンツ制作機材貸出

・制作 ㈱アクシス

・総務省の実施する｢サーバー型放送の保健・福祉・医療分野における利活

用方策に関する調査研究｣事業での実証実験のためのコンテンツ（小児医

療・心肺蘇生法・介護予防）の制作

③ ＮＨＫ北九州放送局制作番組編集

・番組名 ＮＨＫスペシャル「炭鉱（やま）の街に第九が響く」

（１月１２日ＮＨＫ総合、１月２７日ＮＨＫ衛星第２放送）

イ メディア道場の運営

映像・音楽を使って、地域情報を発信できる人材や将来のコンテンツビジネス

を担う人材の育成及び地元コンテンツ産業の振興を目的として、映像・音楽コン

テンツの制作が可能な施設・機材を提供した。

【メディア道場の施設・機材】

・映像撮影スタジオ － Video Studio

番組収録用スタジオセット（デジタルビデオカメラ・照明・ミキサー等）

・映像編集スタジオ － Video Editing Studio

ノンリニア編集機器
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・音響スタジオ － Sound Editing Studio

番組収録用マイクロフォン、デジタルオーディオミキサー等

・レコーディングスタジオ － Sound Recording Studio

音楽録音・編集・マスタリング機器（デジタルレコーディング）

ウ メディアインキュベートルームの運営

メディアコンテンツ産業に関わるベンチャー企業に対して、インキュベートル

ームの提供やメディア道場施設・機材使用料の減免などの支援を行った。

（平成１９年３月末現在の入居状況 全８室のうち７室入居）

【メディアインキュベートルーム入居企業の主な実績】

・地元ＴＶ局及びケーブルテレビ局番組制作

ＴＶＱ「あそラキプラス」

Ｊ：ＣOＭ北九州「ザ・区役ショー」（小倉北区広報番組）

・到津の森公園（北九州市）－旭山動物園（北海道旭川市）遠隔リアルタイ

ム中継システム導入

(2) コンテンツビジネスプロジェクト支援事業

ア インターネットを活用したビジネスプロジェクトの創出

北九州ｅ-ＰＯＲＴセンターのインターネット動画配信サーバーを使い、ＮＰＯ

法人シニアネット北九州が制作する地元の風景や活躍する人々を紹介する映像や

市民サッカーチーム「ニューウェーブ北九州」の選手やゴールシーンの動画配信

を通じて、インターネット放送の画質とコンテンツ制作プロセスの検証を行った。

【配信コンテンツ数】

・シニアネット北九州 ４２本（平成１８年度制作２４本）

・ニューウェーブ北九州 ２５本（平成１８年度制作２３本）

・アクセス数 ２６，５４６件（月平均２，２１２件）

また、インキュベートルーム入居企業を中心に、地元のクリエーターが作成す

るデジタルコンテンツ（写真、動画、静止画、イラスト、音楽）の流通などがイ

ンターネットを使って行えるシステムを構築してビジネスマッチングを促進する

「Ｃ-ＢＡＮＫ」プロジェクトの支援として、Ｗｅｂサイトの構築及び課金システ

ムの開発を行い、地元クリエーターのコンテンツを紹介するシステムの基幹を構

築した。

【Ｃ-ＢＡＮＫ】

Contents Business Activation Network in KITAKYUSHU の頭文字を
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並べたプロジェクトの愛称

イ 地域コンテンツ制作支援プロジェクトの実施

北九州市等が主催する「地上デジタル放送北九州地域活用検討会」に参加し、

総務省が行った「サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用方策に

関する調査研究」事業の実証実験を行い、小児医療相談、心肺蘇生法、介護予防

に関する映像コンテンツを制作し、北九州市におけるサーバー型放送を活用した

地域サービスモデルの検討を行った。

【サーバー型放送の保健・医療・福祉分野における利活用方策に関する調査研

究実証実験制作コンテンツ】

・小児医療相談 子どもの生活習慣

・小児医療相談 家庭内での事故予防

・小児医療相談 ぜんそく

・緊急時ＡＢＣ 応急手当～救急車がくるまでに

・介護予防 肥満予防・対策

(3) ｅ-ラーニングコンテンツ実証事業

ア ｅラーニングコンテンツの開発・検証

平成１７年度に実施したｅラーニング事業「医療情報研修コース」について、

さらに学習効率とコンテンツ制作・管理の向上を図ることを目的にこれまで活用

してきた学習管理システム（Learning Management System）の比較検証を行

った。

【比較した学習管理システム】

① ＷｅｂＣＴ（商用の学習管理システム：平成17年度のｅラーニング事業

で使用）

② Ｍｏｏｄｌｅ（オープンソースの学習管理システム：平成１８年度にア

クシスが実施したｅラーニング事業で使用）

【検証結果】

両システム間での操作性，動作速度，性能に違いはそれほどない。

さらにＭｏｏｄｌｅの場合には、オープンソースの特徴である、自らが改造

（カスタマイズ）できることが商用のＷｅｂＣＴにない利点であることが検

証でき、Ｍｏｏｄｌｅを使うことにより、低コストでｅラーニングシステム

の実用化を検証することができた。
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イ 医療情報分野における研究開発の実施

① 医療情報技師検定試験

日本医療情報学会が主催する「医療情報技師能力検定試験」について、北九

州で開催される検定試験を実施した。

・全国８会場（札幌、仙台、金沢、東京、名古屋、大阪、倉敷、北九州）

・北九州会場 平成１８年８月２０日（日）（九州国際大学）

・受験者 ４６４名（全国３，７３７名）

・平成１８年度合格者 １３０名（全国１，２９２名）

② 北九州医療ＩＴ研究会の活動

北九州市周辺地域において、医療の情報化と地域医療の向上、医療産業の育

成を目的とした活動を実施した。

・北九州医療ＩＴ研究会企業会員 １７社

・講演会、セミナー

平成１８年 ７月 ６日（木） 平成１８年度総会・講演会（参加４０名）

平成１８年１０月２０日（金） 産学連携フェアセミナー （参加３０名）

平成１８年１０月２５日（水） 九州国際テクノフェアＩＣＴ２００６
セミナー （参加４６名）

平成１８年１１月１１日（土） 西日本国際福祉機器展セミナー
（参加２６名）

２ 北九州ｅ-ＰＯＲＴ推進事業

(1) 北九州ｅ-ＰＯＲＴ推進協議会

北九州ｅ-ＰＯＲＴ事業の推進母体である北九州ｅ-ＰＯＲＴ推進協議会（会長：大

橋正和中央大学総合政策学部長、会員数約１６０企業・団体）の事務局を受託し、産

学官の調整を行うとともに、総会・交流会・企画運営委員会などの開催や情報収集・

提供、ｅ-ＰＯＲＴセンター利用促進のための広報活動等、協議会の運営業務を行っ

た。

【活動内容】

・総会 １回

・交流会 ２回

・企画運営委員会 ６回

・プロモーション部会 １回
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(2) 北九州ディザスター・リカバリー拠点化推進事業

「ディザスター・リカバリー（ＤＲ）拠点化プロジェクト」として、地震等災害発

生時における企業のＩＴシステムの災害復旧対策の拠点化を目指す取り組みを推進

した。北九州市やＤＲ関係企業、ヒューマンメディア財団などで構成する推進組織「北

九州ＤＲフォーラム」を立ち上げ、北九州市の優位性や企業進出事例などを紹介する

セミナーを首都圏の企業を対象に東京で２回開催した。このほか、プロモーション活

動の一環として、セミナー参加者など希望者にはメールマガジンを発行し、ｅ-ＰＯ

ＲＴやＤＲ事例の紹介を行った。

【北九州ＤＲフォーラム参加企業】

インテル、ＮＴＴ西日本、新日鉄ソリューションズ、新日本製鐵、ソフトバン

クＢＢ、ソフトバンクテレコム、日本オラクル、安川情報システム、安川電機、

ワンビシアーカイブズ、北九州市、ヒューマンメディア財団

【北九州ｅ-ＰＯＲＴ発ディザスター・リカバリー・セミナー】

第１回セミナー

・期 日 平成１８年８月１日（火）

・会 場 ニューオータニガーデンコート（東京都千代田区）

日本オラクルセミナールーム

・基調講演 プリンシパルエンジニア＆チーフアーキテクト データセンタソリューションズ

インテル(r)ソリューション・サービス インテル(r)コーポレーション

チャック・リゴ氏

「データセンターの未来

-ｉＤＣの世界動向とデータセンター基盤戦略の転換点‐」

・参 加 者 １１１名

第２回セミナー

・期 日 平成１９年３月１９日（月）

・会 場 ニューオータニガーデンコート（東京都千代田区）

日本オラクルセミナールーム

・基調講演 カブドットコム証券代表執行役社長 齋藤正勝氏

「カブドットコム証券 証券会社初のＢＣＰに基づく本格的な

ＤＲサイトの実現～福岡システムセンターを拠点とした

kabu.comPTS（夜間取引）～」

・参 加 者 ８５名
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(3) 地域ポータル関連サービス等調査研究事業

官と民の膨大な情報やサービスの中から自分のニーズに合ったものだけを容易に

取り出せ、ワンストップ・ノンストップで利用できるような地域ポータルサイトにつ

いて、官民関係者からなる｢北九州地域ポータル検討会｣において５回にわたり検討を

行った。この検討会では、人生を４つのステージ（子育て、中高大学、成人、高齢）

に分け、まず、妊娠から小学校卒業までの「子育てステージ」をテーマとして、総務

省の委託調査事業も活用しながら、妊娠、出産、小学校入学などのイベントと連動す

る官民サービス・手続の洗い出しやニーズ調査を行うとともに事業化するためのスキ

ームやビジネスモデルなどの検討を行った。

(4) 医療情報ネットワークサービス調査研究事業

医療の質の向上と効率化、医療費の適正化を進めるため、国のＩＴ新改革戦略のな

かでもＩＴによる医療の構造改革として電子カルテ等の医療情報システムの普及推

進が盛り込まれている。

こうした背景のもと、北九州市が設置した、病院や診療所などの医療機関相互の連

携を推進するための医療情報ネットワークサービスについて検討する「医療情報ＩＴ

化ワーキンググループ」（北九州市や医療関係者、ＩＴ企業、ヒューマンメディア財

団などで構成）に参加し、先進事例調査やニーズ調査、北九州モデルの作成などの調

査研究を行った。

(5) ＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ事業

ｅ-ＰＯＲＴセンターに整備した総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）への接続設

備を通じて自治体向けにＩＴサービスを行うＬＧＷＡＮ-ＡＳＰ事業について、２年

間の実証実験終了後、４月から本実施へと移行した。

【平成１８年度末現在の提供サービス】

・グループウェア ミシマＯＡシステム㈱

・ＣＭＳ ミシマＯＡシステム㈱

・電子申請システム ㈱ＢＣＣ

【電子申請サービス】

・平成１８年１０月 久留米市が運用を開始

・平成１９年 ４月 福岡市が運用を開始
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３ 人材育成事業

(1) メディアコンテンツ人材育成事業

ア メディア道場を活用した人材育成事業の開催

メディア道場では、｢市民テレビ記者養成講座｣をはじめとする市民の情報発信

のスキルアップを目的とする講座を実施し、市民が作り、発信する北九州市の地

域情報コンテンツの制作を通じて、人材の育成を行った。

受講生が制作したコンテンツは、地元ケーブルテレビ局で放映するとともに、

平成１９年３月には、インターネットで配信する仕組みを作るなど、幅広く地域

情報の発信を行った。

イ 第１回北九州デジタル・クリエーター・コンテストの開催

デジタルコンテンツクリエーターの発掘・育成・輩出を目的に、北九州市をテ

ーマとしてＩＴ（パソコン・デジタルカメラ・デジタルビデオカメラ）を活用し

たデジタルコンテンツ作品を募集する北九州デジタル・クリエーター・コンテス

ト（ＫＤＣＣ）を実施した。

審査は、西日本工業大学において公開で行い、大賞受賞作品は、ポスターや小

倉駅前大型ビジョンで放映するＣＭとして活用した。

【実施概要】

・テ ーマ 市民サッカーチーム「ニューウェーブ北九州」の応援

・募集期間 平成１８年１２月１日～平成１９年１月３１日

・応 募 数 ３７７点（平面部門：３５５点、映像部門：２２点）

・審査員長 牧野伊三夫氏（画家、北九州市出身）

・審 査 員 田辺幹夫氏（九州造形短期大学教授）

オオクラテツヒロ氏（グラフィックデザイナー、北九州市出身）

中原蒼二氏（北九州市企画政策室参与）

趙彦氏（ヒューマンメディア財団主幹研究員、西工大客員教授）

古本洋一氏（ニューウェーブ北九州スタッフ）

・公開審査 平成１９年２月１７日（土）

西日本工業大学デザイン学部小倉キャンパス３階 大講義室

・表 彰 式 平成１９年３月２５日（日）

リバーウォーク北九州１階 ミスティックコート
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・展 覧 会 平成１９年４月６日（金）～４月１２日（木）

リバーウォーク北九州５階北九州芸術劇場アート＆エコスペース

ウ ぴあフィルムフェスティバル in 北九州の開催

“映画の新しい才能の発見と育成”をテーマに、１９７７年に東京でスタート

した新人監督登竜門映画祭を、初めて誘致した前年度に引き続き、財団ビルのマ

ルチメディアホールにおいて開催した。全国から選ばれた自主制作映画を紹介す

るこの映画祭は、北九州圏内に潜在するクリエーターの創作意欲をかきたてるき

っかけとなった。

・期 日 平成１８年９月２９日（金）～１０月１日（日）（３日間）

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

・上映作品数 ２２本

・ゲ ス ト 熊谷まどか監督（２００６年グランプリ作品『はっこう』）

市井昌秀 監督（２００６年準グランプリ作品『隼』）

・参 加 者 ３３０人

エ 北九州映像人材創造シンポジウムの開催

本市における映像・映画分野の人材育成のあり方を検討することを目的に日本

や韓国で活躍するプロデューサーなどの映画関係者を招き、映像人材創造シンポ

ジウムを開催し、活発な議論が行われた。

・期 日 平成１９年１月１５日（月）

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

・プログラム

第一部 映画上映「パッチギ！」

第二部 パネルディスカッション「映画の作り方、楽しみ方」

・参 加 者 １８０人

(2) ＩＴ大学校

北九州地域の情報サービス産業従事者を対象として、専門性の高いＩＴ人材養成研

修「ＩＴ大学校」を前々年度、前年度に引き続き開講した。

【開催状況】

① プロジェクトマネージャー養成研修

・期 日 平成１８年７月２６日（水）～２８日（金） 受講者１２名

平成１８年９月１３日（水）～１５日（金） 受講者１７名
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・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

② ＩＴコンサルタント養成研修

・期 日 平成１８年８月２３日（水）～２５日（金） 受講者１２名

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

(3) 自動車等３Ｄ-ＣＡＤ講座

北部九州自動車１５０万台生産拠点構想などを背景として、これらの産業を担う専

門的なスキルを有した人材の養成と若年求職者の就職活動を支援することを目的と

した北九州市の人づくり・未来づくりプロジェクトの一つとして「自動車等３Ｄ-Ｃ

ＡＤ講座」を前年度より募集定員を拡大（４０名→６０名）して実施した。

【開催状況】

・期 間 平成１８年８月２１日（月）～平成１８年１２月２５日（月）

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル 会議室

・コース（各６０時間・定員１０名）

ＣＡＴＩＡ Ｖ５ Ⅰ期コース ８月２１日～ ８月３１日

Ⅱ期コース ９月 ４日～ ９月１４日

Ⅲ期コース ９月１９日～１１月 ２日

Ⅳ期コース １１月 ７日～１２月２３日

Ｐｒｏ／ＥＮＧＩＮＥＥＲ Ⅰ期コース ９月２０日～１１月 ８日

Ⅱ期コース １１月１０日～１２月２５日

４ ＩＴ研究開発推進事業

(1) 北九州ＩＴオープンラボ整備・運営事業

ア 北九州ＩＴオープンラボの整備

平成１７年度末に情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）の「北九州ＩＴ研究開発支援

センター」が当初予定の４年間のプロジェクト期間を終了したことを受け、同機

構より移管を受けた機材を再編し、新たに「北九州ＩＴオープンラボ」（北九州市

小倉北区ＡＩＭビル７階及び学研地区）を開設した。これに伴い、当財団の組織

として「ＩＣＴ推進室」を設置し、ラボの運営を行った。
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【施設概要】

・名 称 北九州ＩＴオープンラボ

・場 所 ＡＩＭビル７階 ２９７．５８㎡

（小倉北区浅野三丁目８‐１）

学術研究都市学術情報センター３階 ９９．１８㎡

（若松区ひびきの２‐１）

・開 設 日 平成１８年６月２３日（金）

・事業目的 ① 国や大学、企業などとの緊密な連携の下、九州一円を視野に

入れた先端的で高度なＩＣＴ技術、特にネットワーク技術を活

用した新しい技術の研究開発や事業化、新サービス創出等を支

援

② 国内トップレベルの高度なＩＣＴ研究開発を行う企業や人材

の集積を促進

③ 産業界の求める高度なＩＣＴ技術者を育成

イ 北九州ＩＴオープンラボの運営

ＮＩＣＴ九州リサーチセンターや九州工業大学ネットワークデザイン研究セン

ター、九州インターネットプロジェクト等、北九州エリアにおけるＩＣＴ研究開

発機関との連携の下、ＩＴオープンラボの高度な研究開発機材を活用した先端的

な研究開発を推進した。

【研究テーマ】全５テーマ

・バイオメトリック個人認証局に関する研究開発 （北九州市立大学）

・３次元モデル及びアニメーションの符号化と伝送技術に関する研究開発

（北九州市立大学）

・Ｐｌａｎ９オペレーティングシステムによる分散ストレージと分散コンピュ

ーティングの研究（㈱タカダインホメックス、九州工業大学、東京工業大学）

・超音速流の数値解析に関する研究開発 （日本ＩＢＭ㈱、北九州市立大学）

・多数の双方向ビデオストリームを同時利用した仮想遠隔サロンの実現性

（鹿児島大学）

ウ 市域を活用したＩＴ研究開発を支援する実証実験の展開

産学官・地域の連携を推進するため、九州工業大学大学院のＰＢＬと連携し、

また経済界から広く参加を募り、電子タグを活用して市内中心部の人の流れを計
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測する人流計測の実証実験を行った。実践的なテーマで行ったことで、地元商業

者等から活性化に役立つと評価されるとともに、現場に即した即戦力となる人材

の育成にもつながった。

【実証実験の概要】

・実験概要 マルチホップ型電子タグリーダで２.４ＧＨｚ帯のメッシュ型無線

ネットワークを街中に構築するとともに、実験中の来街者２００

人にタグを配り、人流計測を行う

・実験場所 小倉駅周辺

・実施期間 平成１８年１０月２４日～平成１９年３月３１日

街中での実証実験は１２月２日（土）・３日（日）実施

・実施方法 九州工業大学大学院の学生が企画・実施、企業は指導や助言、財

団はコーディネート役として、産学官それぞれの立場から推進し

た。

・参加学生 ９名（九州工業大学大学院生）

・参加団体 九州工業大学、北九州市、九州経済連合会、北九州商工会議所、

北九州情報通信革新技術推進会議（ＫＴＩＣ）、九州インターネッ

トプロジェクト（ＱＢＰ）、九州電力、ネットワーク応用技術研究

所、富士通九州ネットワークテクノロジーズ、日本電気通信シス

テム、日本統計センター、日本テレコムインフォメーションサー

ビス、安川情報システム

エ ＮＩＣＴ九州リサーチセンター連携事業

北九州市へのＩＣＴ研究機関のさらなる集積を図るため、ＮＩＣＴ九州リサー

チセンターや九州総合通信局との連携の下、「九州広域接続プロジェクト」等を積

極的に展開し、北九州市内のみならず、九州全域に及ぶＩＣＴ研究開発分野の人

的交流ネットワークを形成するとともに、その拠点としてのブランドを確立した。

こうした取り組みの推進により、九州における産学官各団体の連携に対する機運

が盛り上がり、九州電力、九州工業大学、ヒューマンメディア財団を核として、

新たな連携組織の検討が行われるようになった。

【九州広域接続プロジェクトの概要】

・概 要 高速大容量の研究開発用テストベッドＪＧＮⅡと九州各県の地

域情報ハイウェーとの相互接続を実現し、以下の３分野で実証

・実験分野 ① 小学校及び中学校、計５校で高精細テレビ会議システムを
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活用した遠隔交流・授業実験

② 広域防災情報共有システム（ＷＩＤＩＳ）への広域アクセ

ス実験

③ ケーブルテレビ会社間でコンテンツの相互配信実験

オ 研究機関のさらなる集積

九州電力電子通信部は、先端的ＩＣＴ研究を行う上で、ＡＩＭ地区に集積する

研究機関との連携が必要との観点から、同ビルに「先端通信技術実験室」を開設

した。九州を代表する同社の進出は、今後のＩＣＴ産業集積の呼び水となること

が期待される。

【九州電力先端通信技術実験室の概要】

・場 所 ＡＩＭビル７階（小倉北区浅野三丁目８‐１）１０９．６２㎡

・研 究 員 ２名

・開 設 日 平成１８年１２月

・研究内容 高精細画像伝送技術を活用したテレビ会議システム

マルチホップ技術を活用した無線ルーター など

【ＡＩＭビルに集積する研究機関】（九電先端通信技術実験室を除く）

・九州工業大学ネットワークデザイン研究センター

・ＮＩＣＴ九州リサーチセンター

大阪大学、九州大学、東京工業大学、九州工業大学、長岡科学技術大学、

北九州市立大学、ＫＤＤＩ研究所、九州電力、インテック・ウェブ・ア

ンド・ゲノム・インフォマティクス等から研究員受け入れ

(2) 情報通信技術のあり方に関する調査研究事業

ア 北九州情報通信革新技術推進会議（ＫＴＩＣ）の運営

産学官からなる「北九州情報通信革新技術推進会議（ＫＴＩＣ）」（委員長：宮

原秀夫大阪大学総長）を運営し、北九州市の情報関連産業振興施策を、基礎研究

から事業化まで一貫して検討、意見交換を行った。

【総会及び拡大幹事会の開催】

・平成１８年 ７月２８日（金） 第１８回拡大幹事会

・平成１８年１１月２９日（水） 第１９回拡大幹事会

・平成１９年 ２月１４日（水） 第２０回拡大幹事会

・平成１９年 ２月２３日（金） 第７回総会
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イ 北九州ＩＣＴ交流サロン（ＫＩＳＡ）の設置

北九州市を拠点に第一線で活動するＩＣＴ関係者からなる交流サロン「ＫＩＳ

Ａ」（Kitakyushu ICT Salon）を設置し、地域のＩＣＴ化について率直に意見交

換した。

【第１回サロン】

・期 日 平成１９年２月５日（月）

・場 所 北九州ＩＴオープンラボ

・参加者 主に北九州エリアを活動拠点とする大学の若手研究者やＩＣＴ関

連企業及びベンチャー企業の経営者等１２名

ウ ＩＴ最新事例発表会の開催等

研究者を対象に最新のＩＣＴ研究開発動向の紹介等を行う研究事例発表会をＮ

ＩＣＴ、ＱＢＰと連携して開催したほか、広く市民を対象としたＩＣＴ啓発イベ

ントを実施した。

また平成１９年３月、ＫＴＩＣの専用サイトをヒューマンメディア財団のホー

ムページ上に開設し、本市で行われるＩＴ関連の施策や施設情報を総合的に提供

する体制を確立した。

【ＮＩＣＴ九州リサーチセンター・ワークショップ】

～ Challenging Network ‐ その先の情報ネットワーク ～

・期 日 平成１８年１２月２１日（木）

・会 場 ＮＩＣＴ九州リサーチセンター

・参加者 行政、企業、大学等、ＮＩＣＴ関係者約８０名

・内 容 インターネット以降のアーキテクチャーに関するパネルディスカ

ッション等

【北九州情報通信セミナー】

「ＩＴからＩＣＴへ」

～ コミュニケーションがもたらす新たなネットワーク社会 ～

・期 日 平成１９年２月２３日（金）

・会 場 北九州国際会議場国際会議室

・参加者 ＫＴＩＣ会員及び市民約１２０名

・内 容 ヤフーのメディア事業部プロデューサー川邊健太郎氏によるＷｅ

ｂの新潮流に関する講演や、地域社会とＩＣＴの融合を目指すパ

ネルディスカッション、北九州ＩＣＴフィールド実験報告会
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５ 広報活動事業

(1) 財団設立１０周年記念イベントの開催

ア 財団設立10周年記念シンポジウム

「ＩＴ」と「ヒューマン（人間）」との調和という視点から、宮本武蔵の『五輪

書』を題材に、心とからだのあり方について考えるシンポジウム「心とからだの

ヒューマンメディア～武蔵『五輪書』の哲学と精神～」を開催した。

【開催概要】

・期 日 平成１８年１０月１３日（金）

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

・パネリスト（５０音順）

岩見利男氏（宮本武蔵「兵法二天一流」第十一代宗家）

倉光弘己氏（芦屋大学学長）

前田英樹氏（立教大学現代心理学部長）

・コーディネーター

合田周平（ヒューマンメディア財団理事長）

・ビデオ出演

ケント Ｅ.カルダー氏（ジョンズ・ホプキンス大学ライシャワー東アジア研究所長）

・後 援

国際交流基金、九州経済産業局、福岡県、北九州市、北九州商工会議所、

ジョンズ・ホプキンス大学ライシャワー東アジア研究所、クランフィール

ド大学日本センター、宮本武蔵小倉顕彰会

・参加者 財団賛助会員、企業経営者等約１００名

イ 財団設立10周年記念誌等の作成

設立10周年記念シンポジウムにおける議論の記録に、宮本武蔵「兵法二天一流」

第十一代宗家岩見利男氏による武蔵の教えと人物像についての解題を加えた、財

団設立10周年記念誌「心とからだのヒューマンメディア」並びに記念ＤＶＤを作

成し、関係団体等に配付した。

ウ 地デジ迫力体験館

平成１８年１０月の北九州市における地上デジタル放送の開始を機に、今後普

及するハイビジョン映像の高画質･高音質のすばらしさを実際に体験してもらう
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イベントを、ＮＨＫ北九州放送局の全面的な協力を得て開催した。

・期 日 平成１８年９月２３日（土･祝）

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

・プログラム

ＮＨＫハイビジョン番組『ダーウィンが来た』（マッコウクジラの生

態を追ったプログラム）上映

撮影カメラマン河野英治氏トークショー

ＮＨＫハイビジョン番組『巨樹』上映

・共催等 北九州市（共催）、ＮＨＫ北九州放送局（協力）、西日本工業大学（後

援）

・参加者 約１００名

エ 「医療と健康を考えよう」講演会

北九州医療ＩＴ研究会の活動の一環として、病院探しのコツ、生活習慣病を改

善する方法などについて現役の医師や医療ＩＴ専門家が解説する講演会を開催し

た。

・期 日 平成１８年１０月１０日（火）

・会 場 ヒューマンメディア財団ビル マルチメディアホール

・参加者 約５０名

(2) 情報誌の発行・ホームページの運用

財団の活動内容や関連情報等を掲載した情報誌「ＨＵ-ＤｉＡ」を年２回発行し、「人

＋ＩＴ＝いい感じの社会。」の実現を目指すヒューマンメディア財団の取り組みにつ

いて、賛助会員や地域の情報関連企業・関係機関等に対して情報発信を行った。

また、財団のホームページについて、平成１９年３月に全面リニューアルを行い、

統一感のある、わかりやすく利用しやすいホームページへと内容を一新し、今後、効

果的でタイムリーな情報提供を行うこととした。

６ 交流協力事業

(1) 英国クランフィールド大学との交流協力

英国クランフィールド大学との共同プロジェクトとして、英国の紳士道と日本の武
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士道に共通する精神をベースとしたスピリチュアル・モチベーションを、現代のＭＢ

Ａ（経営学修士）教育に活用するためのテキスト「Spiritual Motivation：New

Thinking for Business and Management」（Palgrave Macmillan 社）の作成に

取り組んだ。（英国と米国で平成１９年７月出版予定）

(2) 国際水環境プロジェクト研究会の活動

水環境の改善に効果的なシステムの研究開発を目的とした｢国際水環境プロジェク

ト研究会｣において、プロジェクトリーダである吉塚和治教授（北九州市立大学国際

環境工学部）を中心に、台湾南部の河川、下水及び海域の水質改善や飲料水の軟水化

技術などの分野の共同研究やビジネスモデルの構築を目的とした交流を行った。

(3) ＫＩＰ（北九州情報サービス産業振興協会）事務局の運営

北九州地域の情報サービス関係企業で組織されたＫＩＰ（北九州情報サービス産業

振興協会）の事務局を担い、その活動を支援した。

【ＫＩＰ概要】

・会 長 山口修司 ㈱コンピュータエンジニアリング代表取締役社長

・会員数 ６１企業・団体（平成１９年３月３１日現在）

・活動内容

人材育成事業（初級技術者教育、ＫＩＰスクール、高度人材育成）

交流事業（ＫＩＰサロン（講演会・交流会）、経営者交流会、中堅社員交流会）

広報事業（ホームページ、パンフレット等）

調査活動（ニーズ調査、情報サービス産業実態調査（隔年）等）

会議開催（総会、理事会、ワーキンググループ会議）
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《特別会計》

財団ビル運営事業

財団ビルのテナント入居率は９８％の高率を維持しており、当初予定を上回る

60,899,474円を一般会計へ繰り入れた。

【参 考】

平成１９年３月３１日現在

(1) 入居企業・・・・・・・・・・・・・・ １１社

(2) テナント入居率・・・・・・・・・・・ ９８.０％

(3) 財団ビル内における就業者数・・・・・ ２３０名

入居企業

新日鉄ソリューションズ(株)

セイコーエプソン(株)

３０１・３０２・３０３ (株)ソフトサービス

３０４・３０９・３１２ (株)タカダインホメックス

３０５ メディア・ファーム(株)

３０６ (株)ワンビシアーカイブズ

３０８ (株)九州テン

３１０・３１１ データキューブ(株)

３１３ ビズ・コレジオ(株)

２０２・２０６ ミシマＯＡシステム(株)

２０４ 空 室

２０５ (株)ジェイプラス

２０６ セイコーエプソン(株)

３Ｆ

２Ｆ

フロア

７Ｆ

６Ｆ

５Ｆ

４Ｆ


